
（1）地域の現状と課題

（2）都道府県等におけるこれまでの聴覚障害児支援に係る活動・取組

（3）本事業における取組

①協議会の設置について

令和5年度　実績報告書（聴覚障害児支援中核機能モデル事業）
　都道府県等名　　横浜市

　本市において、未就学の聴覚単独障害児支援は、概ね聴覚レベル90dB未満を横浜市総合リハビリ
テーションセンター（以下「リハセンター」という。）で聴覚活用の支援を、90dB以上を横浜市立ろ
う特別支援学校（以下「ろう特別支援学校」という。）において手話などの視覚的手段を併用した支
援を、安定的に行ってきた。（難聴重複障害児支援は、地域療育センター※ほかで支援。別添資料1
参照)。　しかし近年、新生児聴覚スクリーニングの普及による聴覚障害の早期発見や、人工内耳の
登場により横浜市内の聴覚障害児の療育・教育の状況は大きく変化している。特にリハセンターの利
用希望児が急増したため、事業所管であるこども青少年局とリハセンターは聴覚障害についての課題
を共有し支援体制等について検討を行ってきた。
　従来、リハセンターとろう特別支援学校、横浜市内医療機関、地域療育センターでは連携を行って
きているが、こうした聴覚障害児を取り巻く環境の変化に対しそれぞれを所管するこども青少年局や
教育委員会事務局を含めた課題共有や支援についての検討の機会が不足していた。また、当事者団体
等や担当保健部署も含めた意見交換を行う機会はなかった。
　そこで、本補助金を活用し、こども青少年局及びリハセンターを中心に、本市を取り巻く聴覚障害
児支援に係る情報収集と現状把握を行い、より広く関係者間で共有を図るとともに、聴覚障害児支援
に関して継続して情報交換や必要な協議を行うことができる体制づくりを行った。

　なお、リハセンターにおける定期的な統計調査から、これまで、聴覚単独障害児の多くが、リハセ
ンターかろう特別支援学校での療育支援につながっていることは確認できている。

※地域療育センター
福祉型及び医療型児童発達支援センターに診療所を併設する、本市の地域における障害児支援の中核
機関。主たる障害への支援を中心に、聴覚重複障害児の支援を担う。市内8か所。

ア 聴覚障害児支援に係る取組み
　平成30年　新生児聴覚スクリーニング検査公費補助開始
　令和元年度	視聴覚検診の4歳から3歳への前倒し

イ リハセンターにおける支援
 a)市内1か所の福祉型児童発達支援（難聴）を設置。リハセンター耳鼻咽喉科と連携した療育支援を
提供
 b)言語聴覚士を中心に、個別療育（週1回）を基本として、年齢別集団療育（週1回～月2回）、診
療、保護者教室等を実施

ウ　ろう特別支援学校等における支援
 a)横浜市立ろう特別支援学校（1か所）において、幼稚部から高等部までの幅広い学部を設置し、聴
覚に障害のある幼児児童生徒一人ひとりの状態に応じた教育を提供。また、0～2歳児対象の乳幼児教
育相談を実施するほか、センター的機能により、聴覚に障害のある児童生徒が在籍する小中学校への
支援を実施
 b)難聴・言語障害通級指導教室を小・中学校（15校）、ろう特別支援学校に設置。（対象となる児
童生徒は、通級指導教室に週1から月に数回程度通い、障害の状態に応じた指導を受けている。）ま
た、通級指導教室においても、センター的機能により、聴覚や言語に障害のある児童生徒が在籍する
小中学校への支援を実施　R5より新たにろう特別支援学校内に高校の難聴通級を設置



②関係機関との連携

ア　協議会の構成員
 a)	横浜市医師会
 b)横浜市医師会耳鼻咽喉科医会
 c)	横浜市立大学医学部付属病院
 d)	横浜国立大学教育学部
 e)	横浜市立ろう特別支援学校
 f)小児療育センター（視聴覚検診実施機関）
 g)	横浜市聴覚障害者情報提供施設
 h)	横浜市聴覚障害者協会
 i)	横浜市中途失聴・難聴者協会
 j)ろう特別支援学校	保護者、横浜市総合リハビリテーションセンター難聴幼児通園施設保護者
 k)横浜市総合リハビリテーションセンター発達支援部
 l)横浜市こども青少年局
イ　協議会の議題及び出席状況等
　○開催日
　　令和５年12月21日（木）　出席者14名
　○議　題
　　・各団体からの活動紹介
　　・医療機関からの情報提供
　　・難聴児関連事業の概要
　　・保護者の方から
　　・情報交換　等
ウ　横浜市総合リハビリテーションセンターにおける難聴児の療育について
エ　令和5年度学校紹介：横浜市立ろう特別支援学校について
オ　コーディネーターの職種及び経験年数：言語聴覚士（経験35年）
カ　コーディネーターの主な役割
　医療、教育、福祉、保健について、機関ごとにそれぞれの方針や価値観があり、それぞれの立場を
尊重し調整していく役割を担う。定期的な会議や連絡会の実施を通じた連携体制の維持を行うととも
に、聴覚障害乳幼児実態調査結果や課題の共有を実施している。

ア　現状
　療育・医療・教育の現場では日常的に実際のケースを通じた情報共有・連携が行われており、横浜
ろう特別支援学校が主催する「横浜市聴覚障害乳・幼児運営連絡協議会」、リハセンターが主催する
「横浜市難聴通級指導教室・ろう特別支援学校・難聴通園連絡会」、「横浜市内ST連絡協議会」など
市内の聴覚障害に携わる療育・教育担当者が一堂に会して情報共有、協議を行う場を複数設けてい
る。
　また幼稚園・保育園むけに聴覚障害についてのセミナーをオンデマンドで配信している。リハセン
ターは横浜市聴覚障害乳幼児実態調査など聴覚障害の調査を実施するなど福祉・医療情報についての
集約・情報発信を随時行っている。
イ　実施内容等
①横浜市難聴通級指導教室・ろう特別支援学校・難聴通園連絡会連絡会
（令和5年12月26日（火））
・参加…62人（ろう特別支援学校及び難聴通級指導教室教員、リハセンター言語聴覚士及びソーシャ
ルワーカー、市内医療機関耳鼻科医及び言語聴覚士、地域療育センター言語聴覚士）
・内容…リハセンターからは難聴発見が遅れた症例について報告し遅発性の難聴児の早期発見につい
て議論した。また横浜市聴覚障害乳幼児実態調査報告を行った。難聴言語通級指導教室の取り組み支
援についての発表があった
②地域療育センター言語聴覚士連絡協議会（令和5年5月18日（木））
・参加…リハセンター言語聴覚士及び地域療育センターの言語聴覚士　15人
・内容…地域療育センターの言語聴覚に関する療育の運営報告や市内聴覚障害児療育についての情報
共有
③横浜市聴覚障害乳・幼児運営連絡協議会（令和5年11月16日（木））（ろう特別支援学校主催）
・参加…14施設
・内容…横浜市内の就学前の聴覚障害の医療・教育・療育を担う担当者の連絡会。各機関の現況を共
有した。また一側性難聴やサイトメガロウイルス感染症の先進医療について情報交換を行った。
④難聴通園と難聴言語通級指導教室との引継ぎ　4回
⑤夏期聴覚障害療育セミナー（Web配信）7月23日～9月30日横浜市全域より29園116人の参加があっ
た。保育士全員が視聴した、という園もあった。聴覚障害児のいる乳児院の保育士も視聴。



③家族支援の実施

④巡回支援の実施

⑤聴覚障害児支援に関する研修の実施

ア　現状
　横浜市内には聴覚障害児支援に一定の専門性をもつ言語聴覚士・教員が一定程度存在するが、より
質の高い療育・教育を提供するために療育研究会等を実施している。経験豊富なベテランの教員・言
語聴覚士の定年の時期を迎え若手の言語聴覚士の育成が必要である。また言語聴覚士だけでなく、心
理士やソーシャルワーカーなどの小児に関わる様々な職種に対しても聴覚障害についての知識を深め
てもらう必要がある。

イ　研修内容及び手法（講義、グループワーク、ケースカンファレンス等）
　・療育研究会（講義）
　・保護者教室の職員向けの開放（オンデマンド）
　・言語聴覚士むけ情報保障機器説明・体験会の実施
　・初任者むけの臨床スーパーバイズ

ウ　結果（対象者（所属、職種等）、研修回数及び研修内容等）
　・療育研究会「補聴器のフィッティングについて」令和5年10月11日（水）
　　講師：横浜市立大学病院　言語聴覚士　参加者…市内言語聴覚士・耳鼻科医計23人
　・言語聴覚士むけ情報保障機器説明・体験会　令和5年11月8日　参加者…市内ST8名
　・初任者に対する臨床スーパーバイズ　地域療育センター　50件

ア　現状
　リハセンターがリハセンターおよび横浜市内8か所の地域療育センターの利用児の保護者に保護者
教室を提供。保護者の利便性を鑑み、一部オンデマンドで配信を行っている。また保護者と中学生以
上の聴覚障害児を対象に講演会を実施している。

イ　実施内容及び手法
　保護者教室（基礎編）全6回/保護者教室/家族教室/情報保障機器説明・体験会

ウ　実施状況（対象者、実施回数及び支援内容等）人数はオンデマンド視聴を含まず
　○保護者教室（基礎編）

　○保護者教室

　○情報保障機器説明・体験会　11月８日（水）　保護者15人
　○家族教室　令和６年１月27日（土）
　「成人聴覚障害の方とその保護者の講演」保護者59人　中学以上の難聴児4人

ア　現状
　聴覚障害児の在籍する幼稚園・保育園に対し巡回支援を行っている
イ　実施内容及び手法
　言語聴覚士が各園に出向き、聴覚障害児への対応の仕方や補聴器について園の担任に説明する。要
請があれば園全体に講義を行う。
ウ　結果（対象者、実施回数及び支援内容等）
　園訪問を26園に実施した。



（4）考察（本事業に実施前後における改善内容）

　協議会の設置により、従来行われていた療育・教育・医療の現場レベルの連携から、医療（医師会
等）、行政担当部署（保健、教育）や、聴覚障害当事者団体及び保護者も含めたより広い協議の場が
できた。これにより聴覚障害児の療育・教育にかかる課題が広く共有され、課題解決に向けた様々な
立場からの多角的な協議が可能となった。
　また本事業の実施により市内関連機関へのスーパーバイズなどの取組が推進され、聴覚障害に携わ
る市内言語聴覚士の育成を進めることができた。


